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長
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貫

民

輔

殿

衆
議
院
議
員
岩
國
哲
人
君
提
出
預
金
取
扱
い
金
融
機
関
の
自
己
資
本
比
率
算
定
基
準
の
改
訂
に
伴
う
、
有
価
証
券
の
含
み
益

の
四
十
五
％
を
補
完
的
項
目
に
算
入
せ
ん
と
す
る
件
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。
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年
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十
五
日
受
領
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衆
議
院
議
員
岩
國
哲
人
君
提
出
預
金
取
扱
い
金
融
機
関
の
自
己
資
本
比
率
算
定
基
準
の
改
訂
に
伴
う
、
有
価
証

券
の
含
み
益
の
四
十
五
％
を
補
完
的
項
目
に
算
入
せ
ん
と
す
る
件
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

現
在
、
「
銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
自
己
資
本
比
率
の
基
準
を
定
め
る
件
」
（
平
成
五
年
三
月
三
十
一
日

大
蔵
省
告
示
第
五
十
五
号
。
以
下
「
告
示
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
銀
行
の
う
ち
国
際
基
準
適
用
行
（
告
示
に
お
け
る
海

外
営
業
拠
点
を
有
す
る
銀
行
。
以
下
同
じ
。
）
の
自
己
資
本
比
率
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
有
価
証
券
の
評
価
に
関
し
て
低

価
法
を
採
用
し
て
い
る
場
合
、
含
み
益
に
つ
い
て
は
、
そ
の
四
十
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
相
当
す
る
額
を
補
完
的
項
目
に
算
入

し
、
評
価
損
に
つ
い
て
は
、
損
失
処
理
を
通
じ
て
基
本
的
項
目
に
算
入
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
原
価
法
を
採
用
し
て
い

る
場
合
、
含
み
益
及
び
含
み
損
と
も
に
自
己
資
本
に
は
算
入
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

他
方
、
平
成
十
二
年
四
月
以
後
開
始
す
る
事
業
年
度
に
つ
い
て
金
融
商
品
に
係
る
会
計
基
準
と
し
て
時
価
会
計
が
導
入
さ

れ
、
今
後
、
売
買
目
的
有
価
証
券
、
満
期
保
有
目
的
の
債
券
、
子
会
社
株
式
及
び
関
連
会
社
株
式
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な

い
有
価
証
券
（
以
下
「
そ
の
他
有
価
証
券
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
時
価
評
価
の
上
そ
の
評
価
損
益
が
資
本
の
部
に
直

接
計
上
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
こ
の
よ
う
な
時
価
会
計
の
導
入
に
伴
い
、
国
際
基
準
適
用
行
の
自
己
資
本
比
率
の
計
算
方
法

一



に
つ
い
て
も
改
定
が
必
要
と
な
る
と
こ
ろ
、
先
般
、
そ
の
他
有
価
証
券
の
評
価
益
に
つ
い
て
は
、
そ
の
四
十
五
パ
ー
セ
ン
ト

に
相
当
す
る
額
を
補
完
的
項
目
に
算
入
す
る
一
方
、
評
価
損
に
つ
い
て
は
、
税
効
果
調
整
後
の
全
額
を
基
本
的
項
目
か
ら
控

除
す
る
取
扱
い
と
す
る
と
の
改
定
案
を
公
表
し
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
改
定
案
と
し
た
の
は
、
こ
れ
が
、
時
価
会
計
の
導
入
に
伴
う
も
の
で
あ
り
、
低
価
法
が
適
用
さ
れ
る
有
価
証

券
の
評
価
損
益
に
関
す
る
現
行
の
取
扱
い
と
実
質
的
に
同
じ
取
扱
い
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
千
九
百
八
十
八
年
に
バ
ー

ゼ
ル
銀
行
監
督
委
員
会
で
合
意
さ
れ
た
「
自
己
資
本
の
測
定
と
基
準
に
関
す
る
国
際
的
統
一
化
」
に
お
い
て
有
価
証
券
の
含

み
益
の
四
十
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
補
完
的
項
目
に
算
入
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
る
と
い
う
国
際
的
な
規
制
の
枠
組
み
に
則

し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

二
及
び
三
に
つ
い
て

今
回
の
改
定
は
、
金
融
商
品
に
係
る
時
価
会
計
の
導
入
に
伴
っ
て
必
要
と
な
る
も
の
で
あ
る
が
、
改
定
案
の
内
容
は
、
低

価
法
が
適
用
さ
れ
る
有
価
証
券
の
評
価
損
益
に
関
す
る
現
行
の
取
扱
い
と
実
質
的
に
同
じ
取
扱
い
と
す
る
も
の
で
あ
る
と
と

も
に
、
国
際
的
な
規
制
の
枠
組
み
に
則
し
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

時
価
会
計
の
導
入
及
び
こ
れ
に
伴
う
今
回
の
改
定
案
の
実
施
に
よ
り
、
銀
行
の
財
務
内
容
の
透
明
性
及
び
信
頼
性
が
向
上

二



し
、
銀
行
の
経
営
努
力
を
促
す
こ
と
と
な
る
の
で
、
銀
行
に
対
す
る
評
価
が
高
ま
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

三


